
【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年12月５日

【中間会計期間】 第36期中（自　平成20年３月21日　至　平成20年９月20日）

【会社名】 株式会社 日商インターライフ

【英訳名】 NISSHO INTER LIFE CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　郷野　真弘

【本店の所在の場所】 東京都北区東田端二丁目11番１号

【電話番号】 ０３（３８１０）７１１１(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員経理部長　　正野　達好

【最寄りの連絡場所】 東京都北区東田端二丁目11番１号

【電話番号】 ０３（３８１０）７１１１(代表)

【事務連絡者氏名】 執行役員経理部長　　正野　達好

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号）

EDINET提出書類

株式会社日商インターライフ(E00223)

半期報告書

 1/32



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期

会計期間

自平成18年
３月21日
至平成18年
９月20日

自平成19年
３月21日
至平成19年
９月20日

自平成20年
３月21日
至平成20年
９月20日

自平成18年
３月21日
至平成19年
３月20日

自平成19年
３月21日
至平成20年
３月20日

売上高 (千円) 7,965,111 6,228,542 4,927,055 14,896,873 12,186,481

経常損失 (千円) 357,186 140,215 66,859 440,529 510,239

中間(当期)純損失 (千円) 266,040 154,646 269,911 446,470 503,563

持分法を適用した場合の

投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 5,018,625 5,018,625 5,018,625 5,018,625 5,018,625

発行済株式総数 (千株) 15,280 15,280 15,280 15,280 15,280

純資産額 (千円) 4,414,280 4,077,960 3,456,249 4,234,383 3,727,736

総資産額 (千円) 8,297,310 6,879,396 5,664,013 7,714,904 6,282,840

１株当たり純資産額 (円) 293.99 271.59 230.18 282.01 248.26

１株当たり中間(当期)純

損失
(円) 17.72 10.30 17.98 29.73 33.54

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額
(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 53.2 59.3 61.0 54.9 59.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 486,367 △42,584 363,915 487,968 △281,082

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 915,561 40,764 95,638 1,044,685 134,566

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △789,861 △140,918 349,224 △980,631 △194,236

現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高
(千円) 1,454,300 1,251,516 1,862,280 1,394,255 1,053,501

従業員数

（外、臨時雇用者数）
(人)

202

(33)

187

(29)

152

(30)

193

(25)

170

(37)

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失であるため記載をしておりません。
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２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当中間会計期間において重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年９月20日現在

従業員数（人）
152

(30)

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者は含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、（　）内に外数で記載しております。

２．従業員数が前期末に比べ、18名減少したのは、総合工事業務の縮小による新規採用の抑制等によるものであ

ります。　

(2）労働組合の状況

当社には労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

　当中間会計期間におけるわが国経済は、米国発のサブプライムローン問題に端を発した金融不安が、株安、円高を

招き、原油や原材料高に加えて、景気の悪化が企業経営を圧迫し、景気の先行き懸念が急速に高まった状況で推移い

たしました。

　当業界におきましては、大型ショッピングセンターの新設、百貨店の改装など大型複合案件は当初の計画に沿って

出店、実施されましたが、内装工事の需要は軟調に推移いたしました。また、不動産や建設業界の倒産が相次ぎ、先行

き不安感から個人消費が低迷し、流通小売り店舗・外食店舗の新規出店計画は見直され、設備投資が縮小する厳し

い経営環境が続いております。

　このような状況のもと、当社は、専業工事業務の重点取引先への集中営業、総合工事業務の体制のスリム化、情報通

信業務の３大キャリア拠点整備を実施してまいりました。また、主要株主からの内装工事受注、トップ営業などによ

り、売上の確保に努めてまいりました。

　加えて、専業工事業務を充実させ、総合工事業務をスリム化する新たな体制の構築は、計画どおり進んでおり、総合

工事業務の人件費、家賃などの経費は抑制することができ、期初計画より営業損失を抑えることができました。

　営業外では、投資有価証券を売却し、売却益を特別利益に計上いたしましたが、一方で投資先であるりんかい日産

建設株式会社の倒産により投資有価証券評価損203百万円を特別損失に計上せざるを得ませんでした。

　この結果、当中間会計期間の売上高は4,927百万円（前年同期比20.9％減）、営業損失68百万円（前年同期は147百

万円の損失）、経常損失66百万円（前年同期は140百万円の損失）、中間純損失269百万円（前年同期は154百万円の

損失）となりました。

業務別の営業概況は次のとおりであります。

（内装工事業務）

当業務は専業工事業務と総合工事業務により構成されております。

専業工事業務

　専業工事業務におきましては、組織的な営業活動によるスーパー、百貨店などの大型案件の受注獲得に努めると

ともに、生産性の平準化を図り、将来の基盤づくりに努めました。

　この結果、専業工事業務の売上高は1,763百万円（前年同期比22.1％減）となりました。

総合工事業務

　総合工事業務におきましては、利益重視の選別受注、事業採算を基本とした体制のスリム化を計画どおり実行す

ることができました。

　この結果、総合工事業務の売上高は1,910百万円（前年同期比29.8％減）となりました。

（情報通信業務）

　情報通信業務におきましては、販売方式変更に伴う粗利益率の改善、法人大口顧客の獲得、販売拠点の新設など

により収益の改善が図られました。

　この結果、情報通信業務の売上高は1,133百万円（前年同期比5.1％減）となりました。

（不動産業務）

　不動産業務におきましては、販売用不動産を売却することができ、不動産業務の売上高は119百万円（前年同期

比137.4％増）となりました。
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（2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度に比べて808百万円増加し、

当中間会計期間末には1,862百万円となりました。

当中間会計期間中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は363百万円（前年同期は42百万円の使用）となりました。

　これは、税引前中間純損失262百万円、仕入債務の減少額498百万円及び未払金の減少額171百万円などの減少要

因と投資有価証券評価損203百万円、売上債権の減少額822百万円及びたな卸資産の減少額が262百万円などの増

加要因を反映した結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は95百万円（前年同期は40百万円の獲得）となりました。

　これは主に、投資有価証券の売却による収入が66百万円あったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は349百万円（前年同期は140百万円の使用）となりました。

　これは主に、短期借入れによる収入が400百万円あったこと等によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 金　　　　　　　額（千円） 前年同期比（％）

内装工事業務 3,446,426 70.9

情報通信業務 － －

不動産業務 － －

合計 3,446,426 70.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当中間会計期間の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

内装工事業務 3,602,525 72.9 737,096 50.5

情報通信業務 － － － －

不動産業務 － － － －

合計 3,602,525 72.9 737,096 50.5

(3）販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 金　　　　　　　額（千円） 前年同期比（％）

内装工事業務 3,673,990 73.7

情報通信業務 1,133,264 94.9

不動産業務 119,800 237.4

合計 4,927,055 79.1

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主要な販売先は、相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略し

ております。

３【対処すべき課題】

　当社は「創業原点からのスタート」として創業当時の全員営業、全社員の業務すべてが、利益貢献につながる体制を

原点とし、活動してまいります。また、「洗練されたプロ集団を目指す」として豊富な知識と経験を活用し、業界一の

プロ集団としての地位を獲得してまいります。

　専業工事業務においては、マネジメントの醸成と組織的活動への転換を図り、総合工事業務においては、事業採算を

基本とした体制のスリム化を断行してまいります。また、情報通信業務においては、キャリアショップの出店と携帯電

話販売店を担当する工事部門の拡大、コーポレート業務では、内部統制システムの整備など、全社をあげて全力で収益

の改善、業績の確保に努めてまいります。

　当中間期においては、組織的営業の実施、体制のスリム化、携帯電話キャリアショップの出店、経費削減など、計画は

順調に推移しており、下期においても計画の達成に向け、全社をあげて取り組んでまいります。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、コーポレート本部及び商業施設部の拠点の移転並びに情報通信業務における販売店舗

の新設をしております。

これに伴い事務所内設備等を中心に設備投資を実施しました。

その設備投資の状況は次のとおりです。

事業所名
（所在地）

事業部門別の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業
員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬
具
（千円）

土地
（千円）
（面積㎡）

工具・器
具・備品
（千円）

合計
（千円）

東尾久ビル
（商業施設部）

内装工事業務 事務所 13,688 － － － 13,688
30

（東京都荒川区） (3)

ドコモショップ
上石神井店　

情報通信業務 店　舗 7,235 － － 2,625 9,860
3

（東京都練馬区）　 (1)

本社ビル　
会社統括業務　 事務所　 1,325 － － 4,891 6,216

17

（東京都北区）　 (2)

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員数であり外書しております。

２【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 61,120,000

計 61,120,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年９月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年12月5日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,280,000 15,280,000 ジャスダック証券取引所 －

計 15,280,000 15,280,000 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年12月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は

含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成16年８月19日定時株主総会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年９月20日）

提出日の前月末現在
（平成20年11月30日）

新株予約権の数（個） 1,295 1,280

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 129,500 128,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 515 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年８月21日

至　平成21年８月20日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　515

資本組入額　 　　258
同左

新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行

使はできないこととす

る。

②上記の他、新株予約権

者から当社への新株予

約権返還事由、新株予約

権の行使の制限その他

に関して新株予約権割

当契約に定めるものと

する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡すると

きは当社取締役会の承認

を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成20年３月21日～

平成20年９月20日

　

－ 15,280 － 5,018,625 － 224,261

（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ピーアークホールディング

ス株式会社
東京都中央区銀座６－１３－１６ 4,700.0 30.75

セガサミーホールディング

ス株式会社
東京都港区東新橋１－９－２ 3,014.4 19.72

天井　次夫 東京都荒川区 959.1 6.27

日商インターライフ取引先

持株会
東京都北区東田端２－１１－１ 457.5 2.99

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１－８－１１ 223.0 1.45

株式会社イエローハイム 千葉県市川市南行徳４－１８－１５ 200.0 1.30

斉藤　彰則 東京都江戸川区 123.6 0.80

天井　全兄 東京都荒川区 117.5 0.76

日商インターライフ社員持

株会
東京都北区東田端２－１１－１ 100.5 0.65

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 74.3 0.48

計 － 9,969.9 65.24

　（注）　１．上記のほか、当社保有の自己株式が264,871株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.73％）ありま

す。

　　　　　２．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は投資信

託設定分223.0千株であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　264,800
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式 15,015,000

 
150,150 －

単元未満株式 普通株式　　　　200 － －

発行済株式総数 15,280,000 － －

総株主の議決権 － 150,150 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が17,400株（議決権の数174個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成20年９月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

㈱日商インターライフ

東京都北区東田端

二丁目11番１号
264,800 － 264,800 1.73

計 － 264,800 － 264,800 1.73

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 176 121 115 106 94 70

最低（円） 89 102 85 77 65 48

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　　当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて

記載しております。

　なお、前中間会計期間（平成19年３月21日から平成19年９月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成20年３月21日から平成20年９月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年３月21日から平成19年９月

20日まで）の中間財務諸表についてはあずさ監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間（平成20年３月21日か

ら平成20年９月20日まで）の中間財務諸表については仰星監査法人により中間監査を受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　前中間会計期間　　あずさ監査法人

　　当中間会計期間　　仰星監査法人

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年９月20日）

当中間会計期間末
（平成20年９月20日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成20年３月20日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  1,251,770   1,862,425   1,053,646   

２．受取手形 ※１ 547,016   392,456   808,410   

３．完成工事未収入金  1,959,614   1,237,717   1,677,640   

４．売掛金  201,696   217,690   216,065   

５．たな卸資産  927,400   391,763   654,174   

６．その他  38,292   13,735   57,687   

貸倒引当金  △5,145   △4,564   △9,997   

流動資産合計   4,920,644 71.5  4,111,223 72.6  4,457,626 70.9

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※２         

(1）建物  454,441   454,223   445,914   

(2）土地  328,302   328,302   328,302   

(3）その他  18,307   24,886   17,207   

有形固定資産合計  801,051  11.7 807,411  14.3 791,424  12.6

２．無形固定資産           

(1）借地権  464,600   464,600   464,600   

(2）その他  15,631   316   614   

無形固定資産合計  480,231  7.0 464,916  8.2 465,214  7.5

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  476,570   167,327   423,802   

(2）破産更生債権等  467,890   297,023   289,311   

(3）その他  250,977   163,830   194,625   

貸倒引当金  △517,970   △347,720   △339,165   

投資その他の資産
合計

 677,468  9.8 280,460  4.9 568,574  9.0

固定資産合計   1,958,751 28.5  1,552,789 27.4  1,825,213 29.1

資産合計   6,879,396 100.0  5,664,013 100.0  6,282,840 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年９月20日）

当中間会計期間末
（平成20年９月20日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成20年３月20日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形 ※１ 936,131   667,241   759,317   

２．工事未払金  1,049,925   612,423   999,225   

３．買掛金  141,205   132,677   152,000   

４．短期借入金　  －   400,000   －   

５．１年以内返済予定
長期借入金

 100,000   50,000   100,000   

６．未払法人税等  12,469   12,674   18,546   

７．未払消費税等 ※３ 12,213   17,779   5,830   

８．賞与引当金  63,712   58,739   58,961   

９．完成工事補償引当
金

 7,574   7,925   8,184   

10．その他  324,167   148,453   334,145   

流動負債合計   2,647,399 38.5  2,107,913 37.2  2,436,212 38.8

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金  50,000   －   －   

２．役員退職慰労引当
金

 15,474   24,095   27,393   

３．執行役員退職慰労
引当金

 17,471   7,630   11,036   

４．退職給付引当金  6,940   23,131   24,998   

５．その他  64,150   44,992   55,463   

固定負債合計   154,036 2.2  99,849 1.8  118,890 1.9

負債合計   2,801,435 40.7  2,207,763 39.0  2,555,103 40.7
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前中間会計期間末
（平成19年９月20日）

当中間会計期間末
（平成20年９月20日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成20年３月20日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   5,018,625 72.9  5,018,625 88.6  5,018,625 79.9

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  224,261   224,261   224,261   

資本剰余金合計   224,261 3.3  224,261 4.0  224,261 3.6

３．利益剰余金           

(1）その他利益剰余金           

繰越利益剰余金  △999,153   △1,617,982   △1,348,071   

利益剰余金合計   △999,153 △14.5  △1,617,982 △28.6  △1,348,071 △21.5

４．自己株式   △164,996 △2.4  △165,003 △2.9  △164,996 △2.6

株主資本合計   4,078,737 59.3  3,459,901 61.1  3,729,819 59.4

Ⅱ　評価・換算差額等           

その他有価証券評価
差額金

  △776 △0.0  △3,651 △0.1  △2,083 △0.0

評価・換算差額等合
計

  △776 △0.0  △3,651 △0.1  △2,083 △0.0

純資産合計   4,077,960 59.3  3,456,249 61.0  3,727,736 59.3

負債純資産合計   6,879,396 100.0  5,664,013 100.0  6,282,840 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   6,228,542 100.0  4,927,055 100.0  12,186,481 100.0

Ⅱ　売上原価   5,330,634 85.6  4,185,756 85.0  10,632,655 87.2

売上総利益   897,908 14.4  741,298 15.0  1,553,826 12.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費   1,044,958 16.8  810,031 16.4  2,075,093 17.0

営業損失   147,050 △2.4  68,732 △1.4  521,267 △4.2

Ⅳ　営業外収益 ※１  18,152 0.3  13,327 0.3  30,341 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２  11,317 0.2  11,454 0.2  19,313 0.2

経常損失   140,215 △2.3  66,859 △1.3  510,239 △4.2

Ⅵ　特別利益 ※３  － －  20,661 0.4  72,080 0.6

Ⅶ　特別損失 ※４  8,371 0.1  216,329 4.4  53,051 0.4

税引前中間(当期)純
損失

  148,586 △2.4  262,527 △5.3  491,209 △4.0

法人税、住民税及び
事業税

  6,059 0.1  7,383 0.1  12,353 0.1

中間(当期)純損失   154,646 △2.5  269,911 △5.4  503,563 △4.1
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成19年3月21日　至平成19年9月20日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金　
合計

その他利益
　剰余金

利益剰余金　
合計

繰越利益
剰余金

平成19年3月20日　残高（千円） 5,018,625 224,261 224,261 △844,507 △844,507 △164,996 4,233,383

中間会計期間中の変動額        

中間純利益    △154,646 △154,646  △154,646

自己株式の処分       －

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

      －

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － △154,646 △154,646 － △154,646

平成19年９月20日　残高（千円） 5,018,625 224,261 224,261 △999,153 △999,153 △164,996 4,078,737

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年３月20日　残高（千円） 1,000 1,000 4,234,383

中間会計期間中の変動額    

中間純利益   △154,646

自己株式の処分   －

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

△1,777 △1,777 △1,777

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△1,777 △1,777 △156,423

平成19年９月20日　残高（千円） △776 △776 4,077,960

当中間会計期間（自平成20年3月21日　至平成20年9月20日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金　
合計

その他利益
　剰余金

利益剰余金　
合計

繰越利益
剰余金

平成20年3月20日　残高（千円） 5,018,625 224,261 224,261 △1,348,071 △1,348,071 △164,996 3,729,819

中間会計期間中の変動額        

中間純利益    △269,911 △269,911  △269,911

自己株式の取得      △7 △7

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

      －

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

－ － － △269,911 △269,911 △7 △269,918

平成20年９月20日　残高（千円） 5,018,625 224,261 224,261 △1,617,982 △1,617,982 △165,003 3,459,901

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成20年３月20日　残高（千円） △2,083 △2,083 3,727,736

中間会計期間中の変動額    

中間純利益   △269,911
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

自己株式の取得   △7

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

△1,568 △1,568 △1,568

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△1,568 △1,568 △271,486

平成20年９月20日　残高（千円） △3,651 △3,651 3,456,249

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成19年3月21日　至平成20年3月20日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金　
合計

その他利益
　剰余金

利益剰余金　
合計

繰越利益
剰余金

平成19年3月20日　残高（千円） 5,018,625 224,261 224,261 △844,507 △844,507 △164,996 4,233,383

事業年度中の変動額        

当期純利益    △503,563 △503,563  △503,563

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

      －

事業年度中の変動額合計（千円） － － － △503,563 △503,563 － △503,563

平成20年３月20日　残高（千円） 5,018,625 224,261 224,261 △1,348,071 △1,348,071 △164,996 3,729,819

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年３月20日　残高（千円） 1,000 1,000 4,234,383

事業年度中の変動額    

当期純利益   △503,563

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△3,083 △3,083 △3,083

事業年度中の変動額合計（千円） △3,083 △3,083 △506,647

平成20年３月20日　残高（千円） △2,083 △2,083 3,727,736
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  

前中間会計期間

（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間

（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

    

税引前中間（当期）
純損失

 △148,586 △262,527 △491,209

減価償却費  17,340 19,682 37,304

貸倒引当金の増減額  23,689 4,122 △150,263

役員退職慰労引当金
の増減額

 △1,779 △3,298 1,379

執行役員退職慰労引
当金の増減額

 △10,833 △3,406 △8,509

受取利息及び受取配
当金

 △4,983 △4,927 △7,204

支払利息  4,844 4,646 8,085

固定資産除却損  2,393 5,301 10,519

投資有価証券売却益  － △15,138 △48,228

投資有価証券売却損  － 916 449

投資有価証券評価損  5,052 203,548 10,533

売上債権の増減額  419,488 822,133 624,548

たな卸資産の増減額  121,038 262,411 400,117

仕入債務の増減額  △402,275 △498,200 △618,994

未払消費税等の増減
額

 △15,849 18,056 △28,340

未払金の増減額  △35,494 △171,140 △11,622

その他  1,956 △4,298 12,504

小計  △23,998 377,879 △258,929

利息及び配当金の受
取額

 5,028 4,922 7,234

利息の支払額  △4,780 △5,014 △8,010

法人税等の支払額  △18,833 △13,871 △21,376

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △42,584 363,915 △281,082
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前中間会計期間

（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間

（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

    

有形固定資産の取得
による支出

 △933 △35,688 △20,476

投資有価証券の取得
による支出

 △653 △858 △1,371

投資有価証券の売却
による収入

 38,780 66,374 132,688

貸付金の回収による
収入

 990 1,878 2,977

その他  2,580 63,933 20,748

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 40,764 95,638 134,566

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

    

短期借入れによる収
入

 250,000 1,400,000 820,000

短期借入金の返済に
よる支出

 △250,000 △1,000,000 △820,000

長期借入金の返済に
よる支出

 △110,000 △50,000 △160,000

社債の償還による支
出

 △25,000 － △25,000

配当金の支払額  △267 － △375

その他  △5,651 △775 △8,861

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △140,918 349,224 △194,236

Ⅳ　現金及び現金同等物の
増加額（△減少額）

 △142,738 808,778 △340,753

Ⅴ　現金及び現金同等物の
期首残高

 1,394,255 1,053,501 1,394,255

Ⅵ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

※ 1,251,516 1,862,280 1,053,501
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

商品、原材料

……移動平均法による原価法

ただし、移動体通信事業に

係る商品については総平

均法による原価法

(2）たな卸資産

商品、原材料

……同左

(2）たな卸資産

商品、原材料

……同左

 販売用不動産、未成工事支出金

……個別法による原価法

販売用不動産、未成工事支出金

……同左

販売用不動産、未成工事支出金

……同左

 貯蔵品

……最終仕入原価法

貯蔵品

……同左

貯蔵品

……同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

　建物　　　３年～50年

　その他　　３年～20年

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

　建物　　　３年～50年

　その他　　３年～20年

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

　建物　　　３年～50年

　その他　　２年～20年

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

　

　

　

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

 (2）無形固定資産及び長期前払費

用

　定額法を採用しております。

　ただし、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

(2）無形固定資産及び長期前払費

用

同左

(2）無形固定資産及び長期前払費

用

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

 (3）完成工事補償引当金

　商業施設制作業務に係る瑕疵担

保の費用については、当中間期に

至る６ヶ月間の商業施設制作業

務完成工事高に対し、前２事業年

度の実績率を基礎に将来の支払

見込を加味して計上しておりま

す。

(3）完成工事補償引当金

同左

(3）完成工事補償引当金

　商業施設制作業務に係る瑕疵担

保の費用については、当期に至る

１年間の商業施設制作業務完成

工事高に対し、前２事業年度の実

績率を基礎に将来の支払見込を

加味して計上しております。

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

 (5）役員退職慰労引当金及び執行

役員退職慰労引当金

　役員及び執行役員への退職慰労

金支給に備えるため、内規による

必要額を計上しております。

(5）役員退職慰労引当金及び執行

役員退職慰労引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金及び執行

役員退職慰労引当金

同左

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。

同左 　外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を

採用しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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追加情報

前中間会計期間
（自　平成19年 3月21日
至　平成19年 9月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年 3月21日
至　平成20年 9月20日）

前事業年度
（自　平成19年 3月21日
至　平成20年 3月20日）

───── 　　　人件費について、従来その全額を販売費及

び一般管理費として計上しておりました

が、近時の営業概況に伴って、体制のスリ

ム化を図った結果、原価性の認められる

工事業務の占める割合が相対的に増加し

たため、当中間会計期間より当該人件費

の売上原価への配賦割合の見直しを行っ

ております。

　なお、当該見直しに伴う損益に与える影

響額は軽微であります。

─────

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年９月20日）

当中間会計期間末
（平成20年９月20日）

前事業年度
（平成20年３月20日）

※１．　　　 ────── ※１．　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計期間の

末日が金融機関の休日であったため、

次の中間期末日満期手形が中間期末残

高に含まれております。

　受取手形　　　　　　　17,868千円

※１．　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。

 

　受取手形　　　　　　　34,122千円

　支払手形　　　　　　　　 350千円

※２．　有形固定資産の減価償却累計額

582,575千円

※２．　有形固定資産の減価償却累計額

603,513千円

※２．　有形固定資産の減価償却累計額

591,499千円

※３．　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「未払消費税

等」として表示しております。

※３．　消費税等の取扱い

同左

　３．　　　 ──────

　

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,112千円

受取配当金 2,871千円

受取利息    1,906千円

受取配当金 3,021千円

受取利息 3,825千円

受取配当金 3,378千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 4,844千円 支払利息 4,646千円 支払利息    8,085千円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの

　　　　　─────
投資有価証券売却益 15,138千円

役員退職慰労引当金

戻入額

5,523千円

投資有価証券売却益 48,228千円

移転補償金 23,809千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評価損 5,052千円 投資有価証券評価損 203,548千円 投資有価証券評価損 10,533千円

固定資産除却損 10,519千円

電話加入権評価損　 14,573千円

業務提携解約損　 15,000千円

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 16,015千円

無形固定資産 649千円

長期前払費用 675千円

有形固定資産 18,177千円

無形固定資産 297千円

長期前払費用 1,206千円

有形固定資産 34,466千円

無形固定資産 1,093千円

長期前払費用 1,744千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年３月21日　至　平成19年９月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 15,280,000 － － 15,280,000

合計 15,280,000 － － 15,280,000

自己株式     

普通株式 264,800 － － 264,800

合計 264,800 － － 264,800

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

提出会社 平成14年新株予約権 普通株式 118,300 － 118,300 － －

 
平成15年新株予約権 普通株式 105,500 － 4,500 101,000 －

平成16年新株予約権 普通株式 172,500 － 13,500 159,000 －

合計 － 396,300 － 136,300 260,000 －

（注）平成14年新株予約権の減少は、権利行使期間満了による失効が112,100株、退職によるものが6,200株であります。

　　　平成15年新株予約権の減少は、退職によるものであります。

　　　平成16年新株予約権の減少は、退職によるものであります。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成20年３月21日　至　平成20年９月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 15,280,000 － － 15,280,000

合計 15,280,000 － － 15,280,000

自己株式     

普通株式 264,800 71 － 264,871

合計 264,800 71 － 264,871

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加71株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

提出会社 平成15年新株予約権 普通株式 98,000 － 98,000 － －

　 平成16年新株予約権 普通株式 152,000 － 22,500 129,500 －

合計 － 250,000 － 120,500 129,500 －

（注）平成15年新株予約権の減少は、権利行使期間満了による失効が91,500株、退職によるものが6,500株であります。

　　　平成16年新株予約権の減少は、退職によるものであります。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 15,280,000 － － 15,280,000

合計 15,280,000 － － 15,280,000

自己株式     

普通株式 264,800 － － 264,800

合計 264,800 － － 264,800

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社 平成14年新株予約権 普通株式 118,300 － 118,300 － －

 
平成15年新株予約権 普通株式 105,500 － 7,500 98,000 －

平成16年新株予約権 普通株式 172,500 － 20,500 152,000 －

合計 － 396,300 － 146,300 250,000 －

（注）平成14年新株予約権の減少は、権利行使期間満了による失効が112,100株、退職によるものが6,200株であります。

　　　平成15年新株予約権の減少は、退職によるものであります。

　　　平成16年新株予約権の減少は、退職によるものであります。

　　　上記の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との

関係

（平成19年９月20日現在） （平成20年９月20日現在） （平成20年３月20日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,251,770

別段預金 △253

現金及び現金同等物 1,251,516

 （千円）

現金及び預金勘定 1,862,425

別段預金 △145

現金及び現金同等物 1,862,280

 （千円）

現金及び預金勘定 1,053,646

別段預金 △145

現金及び現金同等物 1,053,501

（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

(有形
固定
資産)
その
他

109,757 52,148 23,837 33,771

合計 109,757 52,148 23,837 33,771

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

(有形
固定
資産)
その
他

116,906 69,696 14,471 32,738

合計 116,906 69,696 14,471 32,738

 

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

減損損
失累計
額相当
額
（千円）

期末残
高相当
額
（千円）

(有形
固定
資産)
その
他

104,196 57,414 20,108 26,673

合計 104,196 57,414 20,108 26,673

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

（注）

同左

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 14,133千円

１年超 19,638千円

合計 33,771千円

リース資産減損勘定の

残高
23,837千円

１年内 18,141千円

１年超 29,068千円

合計 47,209千円

リース資産減損勘定の

残高
14,471千円

１年内 20,168千円

１年超 26,613千円

合計 46,781千円

リース資産減損勘定の

残高
20,108千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

（注）

同左

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額

支払リース料 19,420千円

リース資産減損勘定の取

崩額
12,073千円

減価償却費相当額 7,347千円

支払リース料 13,410千円

リース資産減損勘定の取

崩額
5,636千円

減価償却費相当額 7,773千円

支払リース料   30,248千円

リース資産減損勘定の取

崩額

15,803千円

減価償却費相当額 14,445千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年９月20日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 6,924 7,768 843

合計 6,924 7,768 843

　(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 468,802

（注）　当中間会計期間において4,594千円の減損処理を行っております。

当中間会計期間末（平成20年９月20日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 6,023 4,047 △1,975

合計 6,023 4,047 △1,975

　(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 163,280

（注）　当中間会計期間において203,490千円の減損処理を行っております。

前事業年度末（平成20年３月20日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

株式 5,222 5,062 △160

合計 5,222 5,062 △160

　(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 418,740

（注）　当事業年度において10,533千円の減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成19年３月21日　至　平成19年９月20日）

当中間会計期間（自　平成20年３月21日　至　平成20年９月20日）

及び前事業年度（自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成19年３月21日　至　平成19年９月20日）

及び当中間会計期間（自　平成20年３月21日　至　平成20年９月20日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日）

１．ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

取締役　　　　　　9名

親会社使用人　　　3名

従業員　　　　　133名

取締役　　　　　　7名

従業員　　　　　129名

取締役　　　　　　5名

従業員　　　　　139名

ストック・オプション数 普通株式　　295,900株 普通株式　　299,000株 普通株式　　300,000株

付与日 平成14年10月４日 平成15年10月１日 平成16年10月６日

権利確定条件

付与日（平成14年10月４

日）以降、権利確定日（平

成16年８月21日）まで継続

して勤務していること。

付与日（平成15年10月１

日）以降、権利確定日（平

成17年８月21日）まで継続

して勤務していること。

付与日（平成16年10月６

日）以降、権利確定日（平

成18年８月21日）まで継続

して勤務していること。

対象勤務期間
２年間（自平成14年10月４

日至平成16年８月21日）

２年間（自平成15年10月１

日至平成17年８月21日）

２年間（自平成16年10月１

日至平成18年８月21日）

権利行使期間 権利確定後３年以内。 権利確定後３年以内。 権利確定後３年以内。

（注）　株式数に換算して記載しております。

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成19年３月21日　至　平成19年９月20日）、

当中間会計期間（自　平成20年３月21日　至　平成20年９月20日）

及び前事業年度（自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日）

前事業年度
（自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日）

１株当たり純資産額 271.59円

１株当たり中間純損失 10.30円

１株当たり純資産額 230.18円

１株当たり中間純損失 17.98円

１株当たり純資産額 248.26円

１株当たり当期純損失 33.54円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式は存在

するものの１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式は存在

するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

（注）　１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成19年３月21日
至　平成19年９月20日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月21日
至　平成20年９月20日)

前事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

中間（当期）純損失（千円） 154,646 269,911 503,563

普通株主に帰属しない金額（千円） ────── ────── ──────

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円）
154,646 269,911 503,563

期中平均株式数（千株） 15,015 15,015 15,015

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類（新

株予約権の数2,600

個）。

なお、これらの概況は

「第４　提出会社の状

況、１　株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。

新株予約権２種類（新

株予約権の数1,295

個）。

なお、これらの概況は

「第４　提出会社の状

況、１　株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。

新株予約権２種類（新

株予約権の数2,500

個）。

なお、これらの概況は

「第４　提出会社の状

況、１　株式等の状況、

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。

（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成19年３月21日　至　平成19年９月20日）

　当社は、平成19年９月28日付で、福岡地方裁判所において、次の内容による訴訟の提起を受けました。

①　訴訟の経緯及び内容

当社は、石の癒株式会社に対し工事請負契約及び業務提携覚書により岩盤浴施設の施工を請負、納入いたし

ました。しかしながら、同社は工事に瑕疵があると主張し、当該契約に基づく瑕疵の修補に代わる損害賠償請

求の提訴に至った次第であります。

②　損害賠償請求額

54,243千円

③　当社といたしましては、工事請負契約及び業務提携覚書に従って施設を施工、納入しており、損害賠償責任を

負う原因は無いと考えております。裁判では当社の正当性を主張していく方針であります。

当中間会計期間（自　平成20年３月21日　至　平成20年９月20日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社日商インターライフ(E00223)

半期報告書

28/32



第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　　　　事業年度（第35期）（自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日）平成20年６月12日関東財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　　　　平成20年６月20日関東財務局長に提出

　　　　事業年度（第34期）（自　平成18年３月21日　至　平成19年３月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

　  (3）臨時報告書

　　　　平成20年９月８日関東財務局長に提出

　      金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経

営成績に著しい影響を与える事象の発生）の規定に基づくもの
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年１２月１９日

株式会社　日商インターライフ  

 取締役会　御中

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 牧野　隆一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中泉　敏　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日商インターライフの平成１９年３月２１日から平成２０年３月２０日までの第35期事業年度の中間会計

期間（平成１９年３月２１日から平成１９年９月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社日商インターライフの平成１９年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１９年３月２１日から平成１９年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成２０年１２月　４日

株式会社　日商インターライフ  

 取締役会　御中

 仰星監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 北本　幸仁　　印

 業務執行社員  公認会計士 原　　伸夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社日商インターライフの平成２０年３月２１日から平成２１年３月２０日までの第36期事業年度の中間会計

期間（平成２０年３月２１日から平成２０年９月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社日商インターライフの平成２０年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成２０年３月２１日から平成２０年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社日商インターライフ(E00223)

半期報告書

32/32


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

